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江頭憲治郎教授・略歴
昭和21年11月 3 日	 兵庫県揖保郡（現たつの市）新宮町に生まれる
昭和40年 3 月31日	 私立灘高等学校卒業
昭和40年 4 月 1 日	 東京大学教養学部文科一類入学
昭和43年 9 月30日	 司法試験合格
昭和44年 6 月30日	 東京大学法学部第一類卒業
昭和44年 7 月 1 日	 文部教官東京大学助手（法学部）に採用される（指導教官、鴻常
夫教授）
昭和47年10月20日	 東京大学助教授（法学部）に昇任
昭和49年 6 月18日	 法制審議会幹事に併任される（昭和51年 6 月まで）
昭和51年 8 月19日	 アメリカ合衆国へ出張を命ぜられる（カリフォルニア大学バーク
レー校およびハーバード大学ロースクールの客員研究員、出張期
間は昭和51年 8 月25日から昭和53年 7 月10日まで）
昭和53年11月10日	 法制審議会幹事に併任される（平成 3年 4月まで）
昭和55年 1 月23日	 保険審議会専門委員に併任される（昭和63年 1 月まで）
昭和58年 4 月 1 日	 東京大学教授（法学部）に昇任、商法第三講座担任を命ぜられる
同	 東京大学総長補佐を委嘱される（昭和59年 3 月まで）
昭和59年 6 月 1 日	 電気通信審議会料金部会専門委員に併任される（昭和60年 6 月
まで）
昭和59年 7 月10日	 外務事務官（国際連合貿易開発会議船舶登録要件に関する国際合
意の採択を検討するための全権会議日本政府代表顧問）に併任さ
れる（昭和59年 8 月まで）
昭和59年10月 5 日	 日本海法学会理事に選任される（平成24年10月まで）
昭和60年 5 月13日	 日本空法学会理事に選任される（平成27年 5 月まで）
昭和60年10月15日	 民事行政審議会幹事に併任される（昭和62年10月まで）
昭和61年 2 月 1 日	 商法第三講座担任を免じ商法第二講座担任を命ぜられる
昭和61年10月10日	 日本海法学会・小町谷賞を受賞
昭和62年 1 月	 証券取引審議会証券先物特別部会委員に併任される（昭和62年 4
月まで）
昭和62年 4 月15日	 自動車損害賠償責任保険審議会委員に併任される（平成 5年 4月
まで）
昭和62年 8 月26日	 外国為替等審議会専門委員に併任される（昭和63年 8 月まで）
昭和62年 9 月	 名古屋大学非常勤講師に併任される（昭和63年 3 月まで）
平成62年10月	 証券取引審議会不公正取引特別部会委員に併任される（平成10年
7 月まで）
472　　早法 92 巻 3 号（2017）
昭和63年 4 月28日	 運輸政策審議会専門委員に併任される。
昭和63年10月 9 日	 日本私法学会理事に選任される（平成 4年10月まで）
昭和63年12月11日	 外務事務官（海上先取特権及び抵当権条約に関する専門家会合日
本政府代表顧問）に併任される（昭和63年12月まで）
平成元年 5月31日	 保険審議会専門委員に併任される（平成 4年 6月まで）
平成元年 6月 1日	 簡易生命保険郵便年金審議会委員に併任される（平成 4年 5月ま
で）
平成元年 7月11日	 東京証券取引所規律委員会委員を委嘱される（平成25年 6 月ま
で）
平成 2年 4月	 名古屋大学非常勤講師に併任される（平成 3年 3月まで）
平成 3年 4月 1 日	 東京大学教授（大学院法学政治学研究科、法学部兼担）に配置換
え
平成 3年 4月11日	 熊本大学非常勤講師に併任される（平成 4年 3月まで）
平成 3年 4月24日	 法制審議会商法部会委員に併任される（平成13年 1 月まで）
平成 3年 7月	 財団法人東京大学出版会監事を委嘱される（平成 9年 7月まで）
平成 3年10月10日	 金融法学会理事に選任される（平成 8年10月まで）
平成 4年 2月 7 日	 企業会計審議会委員に併任される（平成 7年10月まで）
平成 4年 3月26日	 日本国有鉄道清算事業団資産処分審議会株式等処分部会専門委員
に併任される（平成10年 9 月まで）
平成 4年10月 9 日	 日本海法学会賞（小町谷特別賞）を受賞
平成 5年 4月16日	 外務事務官（海上先取特権及び抵当権条約草案に関する全権会議
日本政府代表）に併任される（平成 5年 5月まで）
平成 5年 9月19日	 資金運用審議会委員に併任される（平成 9年 9月まで）
平成 5年10月27日	 産業構造審議会委員に併任される（平成13年 1 月まで）
平成 6年 6月22日	 金融制度調査会委員に併任される（平成10年 7 月まで）
平成 6年10月10日	 日本私法学会理事に選任される（平成12年10月まで）
平成 7年 1 月12日	 学術審議会専門委員に併任される（平成12年 1 月まで）
平成 7年 4月 1 日	 東京大学大学院法学政治学研究科合同専攻会議主任兼民事法専攻
主任を命ぜられる（平成 8年 3月まで）




平成 9年 7月10日	 財団法人寄託証券補償基金理事を委嘱される（平成10年12月ま
で）
平成 9年12月 4 日	 財団法人国際文化会館監事を委嘱される（平成19年12月まで）
平成10年 7 月17日	 法制審議会倒産法部会委員に併任される（平成13年 1 月まで）
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平成10年 7 月30日	 金融審議会委員に併任される（平成15年 1 月まで）
平成12年 7 月26日	 日本学術会議会員に選任される（平成15年 7 月まで）
平成12年10月 7 日	 日本海法学会理事長に選任される（平成24年10月まで）
平成13年 1 月15日	 法制審議会臨時委員に併任される（平成15年 1 月まで）
平成13年 3 月13日	 交通政策審議会委員に併任される（平成23年 3 月まで）
平成13年 7 月17日	 中小企業政策審議会臨時委員に併任される（平成26年 1 月まで）
平成13年 7 月23日	 財団法人財務会計基準機構理事を委嘱される（平成21年 3 月ま
で）
平成14年 9 月25日	 法制審議会会社法（現代化関係）部会部会長に選任される（平成
17年 2 月まで）
平成15年 1 月30日	 法制審議会委員に併任される（平成20年 3 月まで）
平成15年 4 月 1 日	 日本公認会計士協会監査業務モニター会議委員を委嘱される（平
成22年 3 月まで）
同	 法政大学非常勤講師を委嘱される（平成16年 3 月まで）
平成16年 4 月 1 日	 国立大学法人東京大学教授（大学院法学政治学研究科）に任命さ
れる
平成16年 6 月26日	 財団法人損害保険事業総合研究所理事を委嘱される（平成21年 6
月まで）
平成16年 7 月 1 日	 財団法人東京海上各務記念財団理事を委嘱される
平成17年 5 月25日	 社団法人商事法務研究会理事を委嘱される
平成17年 7 月10日	 株式会社東京証券取引所　自主規制業務のあり方に関する特別委
員会委員長を委嘱される（平成17年10月まで）
平成19年 3 月31日	 東京大学を退職
平成19年 4 月 1 日	 早稲田大学大学院法務研究科教授に嘱任される
平成19年 6 月19日	 東京大学名誉教授の称号を授与される
平成21年 4 月 1 日	 早稲田大学法学学術院教授に嘱任される
平成21年11月 3 日	 紫綬褒章を受章
平成22年 3 月31日	 財団法人みずほ学術振興財団理事を委嘱される
平成22年 5 月25日	 社団法人商事法務研究会会長を委嘱される
平成23年 3 月13日	 交通政策審議会臨時委員に任命される（平成23年 6 月まで）
平成24年 6 月19日	 公益財団法人野村財団理事を委嘱される
平成24年 9 月 1 日	 文化審議会委員に任命される（平成25年 8 月まで）
平成26年 4 月 1 日	 早稲田大学総合研究機構海法研究所長を委嘱される
平成26年12月12日	 日本学士院会員に選定される
平成27年 6 月29日	 公益財団法人矢野恒太記念会理事を委嘱される
平成28年 6 月23日	 公益財団法人日本海法会理事長を委嘱される






















































































































































て　　法学協会雑誌97巻 2 号・ 9号
昭和56年（1981年）
会社の支配・従属関係と従属会社少数株主の保護（ 4）	～	（ 7 ）─アメリカ法を中心と

























































































































































































































































































































































































































『新版注釈会社法』　　（有斐閣、第 1 巻1985年、第 5 巻1986年、第10巻1988年、第11巻
1989年、補巻1992年、第 2補巻1996年、第 3補巻1997年）
「アメリカ合衆国信託書法の研究」　　（『公社債月報』370号、371号、380号、1987～88
年）
『保険業法コンメンタール　第 1巻』　　（安田火災記念財団、1987年）
『註釈自動車保険約款（上）（下）』　　　（有斐閣、1995年）
『論点会社法』　　（同文舘出版、1989年）
